
都道府県に設置された成人病検診管理指導協議会は、市町村や検診実施機関の精度管理指標を評  

価し、ばらつきが生じている場合は、その間題の所在を明らかにし、適切でない場合は、市町村  

および検診実施機関に改善を衆めていく必要がある。これらの轄塵管理の状況は、いままで広く  

公開されることがなく、その重要性が一般には認知されて来なかったことが、精度向上が進まな  

かった原因としてもっとも大きい。今後国もしくは都道府県において、市町村および各検診実施  

機関の精度を、－一般の国民にも理解しやすい形で積極的に公開することで、精度管理の重要性を  

アピールしていくことが望まれる。   

胸部CTに関しては、日本胸部CT検診学会により、会員である検診機関を対象とした全国集計  

が行われている。しかし要精検率や精検結果把握率にバラツキが大きい107）。学会が主導する集計  

のため、この集計では市町村単位で行われた検診については、把握が困難である。この学会にお  

いてはCT撮影マニュアル108）や精度管理ガイドライン109）、読影認定医制度などが検討されはじめ  

ている。また発見された微小結節の判定基準と経過観察ガイドライン110）も作成されている。我が  

国では胸部CTは多くの医療機関に設置されているために、任意型検診として健常者を対象に臨床  

現場での撮影が安易に行われているが、このような場面において、これらのマニュアルや諸制度  

の普及を期待したい。  

6．今後の研究課題   

非高危険群に対する胸部Ⅹ線検査、及び高危険群に対する胸部X線検査と略疲細胞診併用法を  

用いた肺がん検診に関しては、本ガイドラインでは有効性があるとした。しかし、胃がんの場合、  

男女とも罷患率と死亡率が年々罪離しているのに対し、肺がんの場合、男女ともほぼ平行に推移  

J 

映されておらず、精度管理や受診率向上などの課題が解決されていないことを示している。今後、  

引き続き、肺がん罷患率と死亡率の帝離を、地域がん登録資料に基づいて確認していく必要があ  

る。また精度管理という実務的な問題が存在するため、追跡法を用いた感度・特選度を複数地域  

で実施し、他の即時的な精度管理指標との比較を行うべきである。   

喀疾細胞診については、胸部X線検査への上乗せ効果が明らかでない。観察的研究を用いて略  

疾細胞診の上乗せ効果を評価する場合、胸部X線検査を受診した重喫煙者集団の中で、喀疾細胞  

診受診者と非受診者を比較するデザインになる。しかし喀疾非受診者には費用負担や後日提出を  

余儀なくされる喀疾を拒否するものを多く含むため、健康意識の低い人に偏る（セルフセレクシ  

ョン■バイアス）可能性がある。このように、喀疾細胞診の上乗せ効果を評価する質の高い研究  

を計画することは難しい。一方、今後、喫煙率の低下が進むにつれ、扁平上皮がんの躍患率も低  

下する可能性がある。生後卿）発生の動向について注竜  

深く観察していく必要がある。  

胸部CTに関しては、死亡率減少効果をエンドポイントとした研究はまだ報告されていない。国  

内では、厚生労働科学研究費補助金第3次対がん総合戦略研究事業「革新的な診療技術を用いた  

これからの肺がん検診手法の確立に関する研究」班（主任研究者鈴木隆一一郎）によるJapanLung  

Screening Studyが進行中であり、その結果が待たれる。また、間接的証拠として、がん登録を  
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利用した追跡法による感度・特異度の計測や、過剰診断に関する研究も必要である。胸部CTの場  

合非切除例の長期追跡により発見肺癌の自然歴を明らかにし、過剰診断の割合を把握することは、  

極めて重要な課題である。また要精検者に対する高分解能CTを用いた長期間の追跡による被曝の  

影響は明らかとされていない。この点についても検討が必要である。   

このように、肺がん検診の評価はいまだ十分なものではなく、更に質の高い研究が数多く必要  

である。特に本ガイドラインの各箇所に示すごとく、わが国での成績と欧米での成績には差があ  

り、欧米での研究成果をそのままわが国に用いることに関しては、議論が分かれるところである。   

わが国では、諸外国と異なり公的施策として肺がん検診を実施してきたという実績があり、CT  

検診に関してもわが国で開発されたという経緯があり、今後も質の高い研究を実施し、諸外国に  

情報を発信することを期待されている。   

近年、がん検診の効果評価に関する研究は、ますます遂行困難になりつつあり、検診機関・研  

究施設、あるいは自治体などの単独の努力のみでは実施不可能な状況になってきている。特に、  

個人情報保護への過剰な対応により、地域がん登録を利用した感度・特異度の測定や、追跡調査  

等の実施が極めて困難な状況にある。このままでは新しい検診方法が有効であるか否かの評価は  

不可能な状況が続くことが懸念される。本来、国民が益を享受し得るはずの検診法があったとし  

てもそれを広めることはできず、逆に害を及ぼす検診法があったとしても歯止めをかけることも  

できない。がん検診の有効性評価には、がん雁患及びがん死亡の情報が必須であり、国は、がん  

登録を含め、それらの情報が有効に活用されるようなシステムを構築するために必要な努力を行  

うことが求められている。また、その上で、国の主導で大規模な研究組織を立ち上げて、各種検  

診法の有効性評価を進める必要がある。  

（ガイドライン本文33ページ）  

Ⅶ．おわりに  

わが国及び諸外国において行われている肺がん検診について系統的総括を行い、死亡率減少効  

果に加え、不利益に関する評価を行い、推奨レベルを決定した。わが国におけるがん検診は、市  

区町村を実施主体とする住民検診で公的施策として実施されている。久道班報告書第3版では、  

こうした公的施策として実施されるがん検診を念頭に置いて、そのための判断基準が提供された。  

わが国においては、公的施策として行われるがん検診以外にも、職域の法定健診や人間ドックな  

どでも少なからずがん検診が実施されている。どのような実施体制であっても、死亡率減少効果  

の確立したがん検診であるかどうかの判断は最も重要視すべきである。このため、本ガイドライ  

ンは、がん検診に関連するすべての人々への情報提供を目的としている。   

本ガイドラインは、がん検診実施を検討するすべての関係機関において活用されることを期待  

して作成した。様々な職種の関係者が容易に内容を理解できるように、本報告以外にも、医療従  

事者を対象にした簡略版、一般向けの解説書、検診受診のたやのパンフレットなどを作成すると  

共に、情報提供のためのホームページにも本ガイドラインを掲載する予定である（科学的根拠に  

基づくがん検診推進のページ http‥／／canscreen．ncc．go．jp／）。ガイドラインの解説も、関連学  

16   



会誌や学会、研修会、講演会などを利用し、がん検診に関わる医療従事者への周知に努めていく。  

同時に、本ガイドラインががん検診の実施に際してどのように使用されているか、またどの程度  

推奨に基づいた判断が行われているかについては、今後アンケート調査などで継続的にモニター  

し、ガイドライン更新のための情報として利用していきたい。   

肺がん検診については、非高危険群に対する胸部X線検査、及び高危険群に対する胸部X線検  

査と啄疾細胞診併用法以外の方法は、有効性評価に関する研究が不十分な現状にある。しかしな  

がら、同様の方法であっても、都道府県格差があることは、従来より指摘されている。肺がん検  

診が死亡率械少を達成するには、適切なマネジメントが必須であり、今後、成人病検診管理指導  

協議会とも連携を図りながら、精度管理体制の見直しが期待されている。   

奉ガイドラインで採用した主要な抑ぇイン作成委員会また牒嘩  

⊥ 

平性を曝つため㈱  

屋⊥＿そのように出来なかった理由は、わが国において肺がん検診とがん検診の有効性評価の両方  

について十分な知識を有する専門家の数が非常に限られていたことによる。そこで本ガイドライ  

ン作成においては公平性を保つための次善の策として、肺がん検診の専門知識はないものの他の  

がん検診の専門でありがん検診の有効性評価に関する知識のある専門家を上記委員会の委員に  

含めた。今後、がん検診の有効性評価の知識を有する専門家を十分な人数にまで育成することが  

緊急の課題である。   

今後は、評価が保留となった方法についても、新たな評価研究が行われることに期待するもの  

である。特に、胸部CTについては人間ドックを中心として普及している現状を考慮し、有効性  

評価に直結した研究が喫緊の課題である。現在、厚生労働科学研究費補助金第3次対がん総合  

戦略研究事業「革新的な診療技術を用いたこれからの肺がん検診手法の確立に関する研究」班（主  

任研究者 鈴木隆一郎）において、低線量CTを用いた肺がん検診のコホート研究が進められて  

おり、その結果が待たれている。今後5年以内に見直しを行い、2011年に今回判定が保留となっ  

た方法のみならず、新たな検診方法の検討も含め再評価を行う予定である。  

1了   



図1肺がん検診のAnalyticFrameworkと対応する検討課題  

受
誓
［
且
 
 

PI）T：photodynamictherapy 光線力学的療法  

VATS：video－aSSistedthoracoscopicsurgery 胸腔鏡下肺葉・区域切除術  

AFl検診による死亡率を示す直接的な根拠  

AF2 適切な検診対象集団  

ハイリスク群（喫煙歴など）は特定できるか？  

AF3 検査（スクリーニング、精密検査）の精度  

スクリーニング検査の感度・特異度  

病期別（早期・進行がん）の感度  

発見がんの特性（病期・腫瘍径など）  

精密検査（高分解能CT、気管支鏡、経皮的肺穿刺）の精度  

AF4 検査（スクリーニング、精密検査）の不利益  

（Dスクリーニング  

・スクリーーニング検査として受容できる範囲のものか‘？：不利益の程度（スクリ  

ーニングによる偶発症、偽陰性・lP間期がんの検討）  

②スクリーニングによる受診者の負担  
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③精検  

・どのような不利益があるか？どのような場合に起こりうるか？  

（偶発症頻度etc）  

AF5 内科的治療（放射線治療、光線力学的療法）により、死亡率を減少させる根拠はあ  

るか？  

①外来群と検診群の比較：病期、生存率など  

②検診群が優位とすれば、その根拠  

（検診受診群と非受診群や一般集団との比較など）  

AF6 検診プログラムにおける内科的治療の不利益  

内科的治療（放射線治療、光線力学的療法）に伴う偶発症  

AF7 外科的治療（手術・胸腔鏡下手術）により、死亡率を減少させる根拠はあるか？  

①外来群と検診群の比較：病期、生存率など  

②検診群が優位とすれば、その根拠  

（検診受診群と非受診群や一般集団との比較など）  

AF8 検診プログラムにおける治療（外科手術）の不利益  
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図2 肺がん検診評価文献の選択過程  

MEDUNE lO38文献  

4グループ（2人1租）  

抄録チェック  
一致採用23文献  一致採用38文献  

不一致例再判定118文献  

（2人1組）抄録チェック  

13文献（英4和9）  

採用 32 文献  採用 42文献  
委員会  

英10和12  
PDQ＆USPSTF  

8 ＋ 20文献  久道班  

英15和14  

採用 58文献  採用 95文献  

4グループ（2人1租）  

フルレビュー  

不一致37文献（英21和16）  

不一致例再判定（委員会判定）  

フルレビュー採用19文献（英14和5）  

一致採用12文献  一致採用 25文献  

和文採用16文献  英文採用37文献  

委員会  

10メイ注力  

文献  

再採用  

7文献  

委員会  

11ナJ♂注の  

文献  

和文採用17十方注2）文献  英文採用 40ナナ♂注2）文献  

英文除外数：42＋7＋2＋8＝59文献  和文除外数：23＋11＋1＋8＝43文献  

注り論文レビューの対象とはなったが、再採用を除外した真の除外文献数  

注2）イダノック：証拠のまとめの段階で追加した精密検査の不利益に関する文献  
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表1対策型検診と任意型検診の比較  

検診方法   対策型検診   任意型楼蘭  

（住民検診型）   （人間ドック型）  

Pop山ation－ba6ed6Greening   Oppo仙ni6ti¢6Gr80nlng   

定義   

目的   対象集団全体の死亡率を下ける   個人の死亡リスクを下ける   

検診提供者  市区町村や牡域・健保組合等のがん対策担当機関   特定されない   

概要   予防対策として行われる公共的な医療サービス   医療機関・検診穐園等が任意に提供する医療サービス   

検診対象として特定された集団構成且の全員（一定の年齢範囲の住  
検診対象者   民など）。ただし、無症状であること。有症状看や診療の対象となる者  

は該当しない   
なる看は駄当しない   

検診兼用   公的兼金を使用。無料あるいは一部少額の自己負担が設定される  全額自己負担。ただし、健保組合などで一定の補助を行っている場合 もる   
あ   

利益と不利益  限られた書斎の中で、利益と不利益のバランスを考慮し、集団にとっ ての利益を最大化する  個人のレベルで、利益と不利益のバランスを判断する   

特徴   

提供体制   公共性を暮祝し、個人の負担を可能な限り蛙渡した上で、受診対象者 に等しく受診機会があることが基本となる  捷供者の方針や利益をt先して」医療サービスが提供される   

受診勧彙方法  対象者全員が適正に把握され、受診勧奨される   一定の方法はない   

がん検診の必要性や利益t不利益について、広報奪で十分情報提供  

賢診の判断   が行われた上で、個人が判断する   受けた上で、個人が判断する．参加の有無については、受診者個人  
の判断に負うところが大きい   

死亡率減少効果が示されている方法が選択される。有効性騨価に基  死亡率減少効果ガ世朋されている方法が選択されることが望ましい。  
検診方法  づくがん検診ガイドラインに基づき、市区町村や職域・健保組合等の  ただし、個人あるいは検診実施機ち引＝より、死亡串減少効果が明確  

がん対策担当機関が選ぶ   ではない方まが選択される場合がある   

感度・特異度  特異度が王祝され、不利益を最小化することが重視されることから、  最も感度の高い検査の選択が優先されがちであることから、特異度が   最も感の高い検方法が必ずしもばれない  王現されす 
度診選   、不利益をt小化することが困難である   

精度管理   がん登録を利用するなど、追跡調査も含め、一定の基準やシステム のもとに 、継続して行われる   

具休例   

老人保健事業による市町村の住民検診（莞団・個別）  検診機関や医療職開で行う人間ドックや総合健診  
具体例  労働安全衛生法による法定健診に付加して行われるがん検診   慢性疾患零で遭院中の患者に、かかりつけ匡の勧めで実施するがん のスケノ 

ーニング検査   

注1）対策型検診では、対象者名ヰに基づく系統的勧喫、精度管理や追跡調査が整傭された租橙型検診（0rganizodS8r00nin由を行うことが理想的である。  
ただし、現段階では、市区町村や職域における対策型検診の一部を除いて、租線型検診は行われていないが、早急な体制整備が必要である。   

注2）20D5年に公開した大腸がん検診ガイドラインでは、対策型検診を一元的に0rg8nizモd6Green；ngとしたが、  
2DO6年の胃がん検診ガイドラインでは、わが国における対策型検診の現状を考慮し、現状の対策型検診（Populationbas8dscr08ning）と  

対策型検彪の理想型である組織型検診（0rg8n一三Od6Gr80n；ng）を隋別し、その特せを明らかにLた。   

注3〉任意型検診の提供者は、死亡率減少効果の明らかになった捜査方法を選択することが望ましい。  
がん検診の提供者は、対策型検診で推奨されていない方まを用いる場合には、  
死亡率減少効果が旺明されていないこと、及び、当該検診による不利益について十分説明する渡任を有する。  
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表2 証拠のレベル  

証拠レベル  主たる研究方法   内容   

1＋＋  無作為化比較対照試演   死亡率減少効果の有無を示す、茸の高い無作為化比較対照輔が行われている  

系統的総括   死亡率減少効果の有無を示す、貧の高いメタ・アナリシス等の系統的稔括が行われている   

1＋   無作為化比故対照試験   死亡串減少効果の有無を示す、中等度の茸の無作為化比較対照試験が行われている  

系統的総括   死亡率減少効果の有無を示す、中等度の賢のメタ1アナリシス等の系統的総括が行われている  

AF組み合わせ   Analy伽Fmmoworkの重要な段階において無作為化比較対照試験が行われており、  

2＋＋以上の症例対照研究・コホート研究が行われ、死亡率減少効果が示唆される   

無作為化比較対照試鱒   死亡率減少効果に関する貫の低い無作為化比敵対照試験が行われている  

系統的籍括   死亡率減少効果に関するメタ・アナリシス等の系統朗総括が行われているが貢が低い   

2＋＋  症例対照研究／コホート研究   死亡率減少効果の有無を示す、貫が高い症例対照研究・コホート研究が行われている   

2＋   症例対照研究／コホート研究   死亡率減少効果の有無を示す、中等度の貫の症例対照研究－コホート研究が行われている  

AF組み合わせ   死亡率減少効果の有無を示す直接的な証拠はないが、  

An81y血Framowo血の主要な段階において無作為化比較対照試験が督われており、一連の研究の組み合わせにより死亡率減少効果が示唆される   

2－   症例対照研究／コホート研究   死亡率減少効果に関する、貫の低い症例対照研餞・コホート研究が行われている  

AF組み合わせ   死亡率減少効果の有無を示す直接的な証拠はないが、An■析i¢Fmmoworkを構成する複数の研究がある   

3   その他の研究   横断的な研究、発見率の報告、症例報告など、散発的庵報告のみでA皿l西¢Fr8mOWO止を♯成する騨価が不可能である   

4   専門家の意見   専門家の意見   

AF：AnalyticFrarnework   

注1）研究の質については、以下のように定義する。  
質の高い研究：／くイアスや交給田子の制御が十分配慮されている研究。  
中等度の質の研究：′くイアスや支給因子の制御が相応に配慮されている研究。  
賞の催い研究：バイアスや支給因子の制御が不十分である研究。  

注之）系統的総括について、賞の高い研究とされるものは無作為化比較対照試験のみを対象とした研究に限定される。  
無作為化比較対照試験以外の研究（症例対照研究など）を含んだ系統的総括の研究の貫は、中等度以下と判定する。   



表3 推黄のレベル  

推奨  表現   対策型検診  任意型検診  証拠のレベル   

（住民検診型）  （人間ドック型）  

A  死亡率減少効果を示す十分な証拠があるので、   
推奨する   推奨する   1＋＋／1＋  

乗施することを強く勧める。   

B  死亡率減少効果を示す相応な証拠があるので、   
推奨する   推奨する   2十＋／2＋  

実施することを勧める。   

死亡率減少効果を示す証拠があるが、無視できない不利益があるため、対策聖検診として実施するこ   
C  

推奨しない   条件付きで実施できる  1十十／1十／2十十／Z十  

任濠型検診として実施する場合には、安全性を確保し、不利益に関する説明を十分に行い、受診する  
かどうかを個人が判断できる場合に限り、実施することができる。   

D  死亡率減少効果がないことを示す証拠があるため、実施すべきではない。   
推奨しない   推奨しない   1＋＋／1＋／2＋＋／2＋   

死亡率減少効果の有無を判断する証拠が不十分であるため、対策型検診として実施することは勧めら   
ロ  

個人の判断に   
推奨しない  基づく受診は妨げない  

ト／2イ3／4  

任意型検診として実施する場合には、効果が不明であることと不利益について十分説明する必要があ  
る。その説明に基づく、個人の判断による受診は妨げない。   

注1）対策型検診は、公共的な予防対策として、地域住民や職域などの特定の集団を対象としている。  
その目的は、集団におけるがんの死亡率を減少させることである。  
対策型検診は、死亡率減少効果が科学的に証明されていること、不利益を可能な限り最小化することが原則となる。  
具体的には、市区町村が行う老人保健事業による住民を対象としたがん検診や職域において法定健診に付加して行われるがん検診が該当する。   

注2）任意型検診とは、医療機関や検診機関が任意で提供する保健医療サービスである。  
その目的は、個人のがん死亡リスクを減少させることである。  
がん検診の捷供者は、死亡率減少効果の明らかになった検査方法を選択することが皇ましい。  
がん検診の提供者は、対策型検診では推奨されていない方法を用いる場合には、  
死亡率減少効果が証明されていないこと、及び、当該検診による不利益について十分説明する美住を有する。  
具体的には、検診センターや医療機関などで行われている稔合健診や人間ドックなどに含まれているがん検診が該当する。   

注3）推奨1と判定された検診の実施は、有効性評価を目的とした研究を行う場合に限定することが望ましい。   



表7 胸部X線検査と高危険群に対する嗜癖細胞診併用法に関する無作為化比較対照ホ験  

No 症  

（直接胸価X線＋喀疾細胞診）年さ固vさ．なし  肺癌死亡率＊1  

検診群3．2．対照群8．0   
哺歳以上  

男性高喫煙者   
M8yOLung   1986 17．18  4，818  4．593   
P「qject  

3．174   40歳以上 （70－110mm間接胸部X線＋嗜癖細胞診）年2国  
男性高喫煙者  v8．なし  

肺癌死亡率＊1  

検診群乱8，対照群2．¢  
C乙eGhostovakian 1990  22．之3  3．171  

Study  

肺癌死亡率＊1  

嗜癖併用群3．4、X線単独群3．8  
哺歳以上  直接胸部X線年1回＋喀癌細胞診年8国  

男性高喫煙者  Y写．直接胸部X線年1国  
なし  Johns Hopkins  1986  36，37  5，226  

Lung Project 
5．181  

5．072   45歳以上  直接胸部X線年1回＋嗜癖細胞診年‡回  肺癌死亡数  
男性高喫煙者  vs．直接胸部X操年1国  境痍併用群丁4、X線単独層82   

なし  Memori81Sloan－ 1987  38．39  4．988  
KetteringStudy  

窄1；1000人年あたりの肺癌死亡率   



表8 胸部X線検査及び胸部X線検査と高危険群に対する喀疾細胞診併用法に関する症例対照研究  

研究名  報告年文献No症例数  対照数  対象  検討した検診法  結果（OR）  有意差  

胸部X線検査および胸部X繰検査と高危険群に対する嗜癖細胞診併用法を評価した研究  

100mmの聞捷胸部X線＋高危険群に嗜癖細胞診、1年に1回  0．72（喫煙劇正） なし  成毛班の研究 1992  28  273  1，289  4ロー7ヰ歳男女  

直接胸部X線＋高危険群に嗜癖細胞診、1年に1固  0．535（喫煙補正） あり  金子班の研究 1999  27 193  579  40－74歳男女  

100mmの間接胸部X繰＋高危険群に喀癌細胞診、1年に1回  0．54（喫煙補正） あり  宮城の研究  2001 28  328  1．888  40－79歳男女  

100mmの間捷胸部X綽＋高危険群に嗜癖細胞診、1年に1回  0．40（喫煙補正） あり  新潟の研究  2001 25 174  801  40－79歳男女  

100mmの間樟胸部X棟＋高危険群に嗜癖細胞珍、1年に1回  0，59（喫煙補正） あり  岡山の研究  2001 24  412  3．490  40－79歳男女  

胸部X線検査単独の効果を評価した研究  

GDR－1   1987  33 130  A：2町B：280  70歳末満男性  70mmの間接胸部X線、2年に1回  A：0．88．B：1．09  なし  

70mmの間接胸部X線、2年に1回  GDR－2   1990 34  278  967  60歳末満男女  0．93（喫煙補正） なし  

100mmの間搾胸部X線、1年に1回  群馬の研究  2002  35 121  538  40－79歳男女  0．88（喫煙補正） なし  

高危険群に対する嗜癖細胞診の上乗せ効果を評価した研究  

宮城喀痍  2003 40  49  243  40－79歳男性高喫煙者  －100mmの間接胸部X線1年1回に嗜癖細胞診の上乗せ効果  0．悶（喫煙補正） なし  

OR＝odds ratio   



表1之 低線丑CT検診報告概要  

＜初回＞  ＜1  100，0ち  

30PY以上（中央値糾）  OT：さ○／1．印l（h引用）l期＝用ほ鍋）  OT：8／1．調8（0．引は）Ⅰ期＝2（251）  

GXR：丁／用50（0．ヰ5ヽ）I期司（881）  GXRO／1．31丁（0．引用）】期岩2（22％）  

R¢T（0TY00XR）  

大規模ROTの実行可能性を  
検旺する目的  

Gohag8n   58   CTl．8¢0  885′805  55－74  

（LSS）  59   CXRl．858  978／880  

¢T陽性Z5．8ヽ（310）  

OXR辞任8．丁ヽ（1‘帽）  
CT陽性ヱ0．51（825）  

OXR陽性臥81（柑之）  

＜繰り返し＞  
8ヰfo「ヰ■nll■Ir●POぬ  
l期＝17（501）（仏＝川）  

＜初回＞   
31／1．ら20（2．即川）  

Ⅰ期＝2ヱ（711）（仏＝之0）  

GT陽性51～（了82）   

OT／喀病  
中間期がんを把握   

死亡率算出  

1．5ZO T88／73之  50－85（中央価59）  100％  
20PY以上（中央値45）  

＜♯り返し＞  
lO／丁8別（0．24汚）  

l期＝「ほけ9I）（】Å＝1ち）  

5年生＃率己帥．0熟   

GT剛性○ちけ之り  

Xp陽性2．¢1（202）  

喀痍陽性0．Tl（52）  

＜初回＞   
用／1．引1（0．81も）  

Ⅰ期＝lO（TTl）（仏＝l）  
5年生存率＝祁．2，も  

OT隕性11．5兄（1研）  
Xp陽性8．41（55）  

ヰ痍杜性0．8射18）  

GT／Xp／嗜癖  
○ケ月毎繰り返し   
生存率算出   

82  1，811 1，ヰ15／柑8  40－79  Sobuo  

（AL（⊃Å）  

＜1年巨＞  く2年日＞  
2ち／4．叱5（m引川）  l／8．878（0．2さヽ）  

l期＝24（帥l）（肌；之ヰ）   Ⅰ期＝8（脚蔦）（肌＝8〉  

OT陽性3．9％（1乃〉  OT陽性3．さl（1粥）  

く初回＞   
22′5．一柑さ（0．401）  

Ⅰ期＝2ユ（100先）（仏＝之り  

CT陽性5．11（ヱ79）   

OT′Xp／Sp  
之年目まで  

5．哺a  乙971／之，41之  40一丁4（平均04）  Son0  83  

（信州大）  84  

く繰り返し＞  
15／之，18ち（0．881）  

l期＝14（耶川）  

CT隋個＝沌（柑丁）  

＜♯り返し＞  
18／2．24さ（0，58蒐〉  

Ⅰ期＝「ほ（100I）  

¢T縞性51（11丁〉  

く初回＞  
3ヰ／1．000（8．4方）  

Ⅰ期＝32（鋸川）  

OTl爵位13先（1さ0〉  

＜初回＞   
4；I′柑08（2，21）   

用匝桐（100ち）  

OT陽性12ち（2ユ8）   

1．000   540／480 10以上（中央値8丁）  100％  
10PY以上（中央値購）  

Hon80hk0    85  

（ELCAPI）  66  

（ELCAPエl） 87   1．986  988／川23 40以上（中央値朗）  100％  
1PY以上（中央値択）  

く繰り返し＞  
4／5，粥8（0．0丁蒐）  

l期＝4（用01）（lA＝4）  

0丁陽性2．丁郁1ヰ8）   

く初回＞   
38／丁，粥8（0．ヰ5ヽ）  

Ⅰ期＝81（81t〉（仏＝餌）  

OT陽性蝕4■（2囲8）   

OT  
五年検診  

88  7．958  8．818′1．¢37  50－89  Haw8  
（川t8Chi〉  

＜初回＞  
11／817（1．851）  

Ⅰ期＝丁（t川l）（仏＝○〉  

¢T隕性■消（350）   

OT  

初回のみ   
81丁  588／229  40－79（中央値53〉  100㌔  

20PY以上（中央値哺）  
Diodorich    89  

（Mun石t8「）  

＜初回＞  

8′1．880（0．ヰ3ち）  

Ⅰ期＝8（丁5I）（lA＝5）  

lT吐性用．8I（Z，8  

喫煙指数000以上4さ○名  
（23蒐）   

OT／Xp／Sp（＄p＝Z50）  

初回のみ   

吉村  TO  l．880   934乃J帽  50－  

（兼川区）  



表17 実施体制別肺がん検診の推奨レベル  

検診体制   対策型検診   任意型検診  

Population－basedScreening   Opportuni＄ticScreenng   

概要   対象集団全体の死亡率を下げる   個人の死亡リスクを下げる   

老人保健事業による市町村の住民検診（集団・個別）  

具体例  労働安全衛生法による法定健診に付加して行われるがん  
検診   

スクリーニング方法   推奨   

非高危険群に対する胸部X繚検査、及び高危険群  
に対する胸部X総桧査と嗜癖細胞診併用法   

0（推奨B）   ○（推奨B）   

低線丑CT   ×（推奨Ⅰ）注－）   △（推紺）注2）   

注1）死亡率減少効果の有無を判断する証拠が不十分であるため、対策型検診として実施することは勧められない。  

注2）がん検診の提供者は、死亡率減少効果が証明されていないこと、及び、当該検診による不利益について十分説明する責任を有する。   
任意聖検診として実施する場合には、効果が不明であることと不利益について十分説明する必要がある。その睨明に基づく、個人の判断による受診は妨げない。   



表18 諸外国ガイドラインにおける肺がん検診の推奨の比較  

検診方法   祖父江班  USPSTF   ACCP   CTFPHO   

国   日本  米国   米国   カナダ   

公表年   2006  2004   2003   2003   

対象   がん検診   プライマリ・ケア   専門医   プライマリ・ケア   

域・   

USPSTF：US Preventive ServiceTa＄k Force  
ACCP：AmericanCoJJegeofChestPhysicjan  
CTFPHC：CanadianTask Force on Preventive Hea］th Care   




